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研究成果の概要：現代日本社会において過去 5 年間に成人男女が何らかの法律問題を経験する

割合は約 19％である。これは英国と比べても小さいとは言えない。また、相手方との接触も問

題経験者の 73％が行っており、接触を回避する一般的傾向は見られない（米国と同様、リスク

のある場合には接触は避けられる）。紛争の発生も問題経験者の 40％が経験しており少ないと

は言えない。問題経験には多数の変数が有意に相関しているが擬似R2の値は小さく、予測変数

としては大きな意味はない。相手方と接触するかどうかには、問題類型のほか、社会経済的要

因や法接触経験、および状況的変数が有意に相関しているが、紛争発生の有無には、社会経済

的要因は有意に相関していない。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
２００３年度 2,300,000 0 2,300,000 

２００４年度 67,500,000 0 67,500,000 

２００５年度 8,000,000 0 8,000,000 

２００６年度 2,700,000 0 2,700,000 

２００７年度 1,600,000 0 1,600,000 

 ２００８年度 1,500,000 0 1,500,000 

総 計 83,600,000 0 83,600,000 

 
 
研究分野：法社会学 
科研費の分科・細目：法学・基礎法学 
キーワード：法律問題、紛争、紛争処理、民事司法、法律相談、弁護士利用、国際比較 
 
１．研究開始当初の背景 
(1)わが国の法社会学は民事司法の分野を中
心に研究が発展してきた。しかし、その主要
部分は、外国における理論的研究の摂取と、
外国でなされた経験的研究の日本における
小規模な追試であったと言える。言い換えれ
ば、「わが国における法現象はこのようなも
のである」ということを立論するに十分な経
験的データは、裁判所が作成する司法統計以

外には存在しなかった。このため、わが国に
おける法のあり方についての立論は、一般化
の困難な小規模なデータか、時には印象論的
なデータに基づいてなされる状況にあった。 
(2)他方で、わが国においても、次第に経験的
な社会科学を志向する法社会学者が増加し、
民事司法と紛争処理の分野において大規模
な調査を行う人的環境が次第に整いつつあ
った。 



(3)数年前から始まった司法制度改革におい
ては、弁護士や裁判外の助言機関など、紛争
処理のサービスを提供する側の意見は表明
されたが、実はユーザーである一般国民の声
はほとんど聞かれていない。国民がどのよう
な法律問題を抱え、その解決のためにどのよ
うな行動を取っているかを明らかにするこ
とは、今後さらに証拠に基づく司法制度の改
革を行っていくために必要であると考えら
れた。 
(4)また、英国を中心に英米法圏の諸国やオラ
ンダでは、司法へのアクセス（国民が問題処
理のために裁判所や弁護士を利用するのが
どのくらい容易であるか）を検討するための
全国調査が 1990 年代後半以降行われるよう
になった。こうしたことから、従来しばしば
日本人の特徴と言われてきた問題処理行動
のパターンを、外国との比較によって検討す
る可能性も出てきた。 
 
２．研究の目的 
これまでの小規模な研究の限界を打ち破

り、現代日本社会において、国民がどのよう
な民事の法律問題を経験し、その問題解決の
ためにどのような行動を取っているかにつ
いて、信頼できる全国的なデータを得ること
が、本研究の中核であったが、その目的は以
下の通りである。 
(1)これまで日本人の特徴と言われてきたよ
うな行動パターンが本当に存在するのかど
うかを知り、また、問題処理行動がどのよう
な要因によって影響されているかをも知る
ことによって、日本人の問題経験や問題処理
行動についての理論的検討を飛躍的に発展
させることができるであろう（理論的目的）。 
(2)同時に、問題経験や問題処理行動について
の理論的研究は、司法制度の将来における改
革のためにも資することができる。国民にと
って弁護士や裁判所利用への障害要因は何
か、社会的弱者は法による援助を十分に受け
ているかといったことも明らかにすること
ができるからである（政策的目的）。 
(4)また、わが国において大規模な全国調査に
多数の法社会学者が参加することによって、
経験的社会科学としての法社会学の飛躍的
発展を、特に民事司法の分野において期待す
ることができる。これによって、わが国の法
社会学者が、日本のデータに基づいて理論的
研究を行うことができるようになり、日本か
ら海外への研究の発信が飛躍的に拡大しう
る（学術的目的）。 
 
３．研究の方法 
(1)米英における先行研究との比較可能性を

考慮に入れつつ、わが国独自の「法意識」に
関わるデータの獲得も視野に入れ、問題経験
から、最終的に裁判所利用に至る問題処理過
程についての理論モデルを構築した。それは、
問題経験、相手方との接触、紛争の発生、相
談機関への相談（および弁護士への相談）、
弁護士への委任、裁判所利用を従属変数とし、
第 1独立変数群（デモグラフィックな要因と
社会経済的要因）、第 2独立変数群（個人の
法意識や社会的態度などに関わる心理学的
要因）、および第 3独立変数群（経験された
具体的な問題に対する当事者の態度・認識に
関わる要因）を独立変数として、両者につい
て量的なデータを得ることによって、現状を
記述し、次に変数間の関連を明らかにしよう
とするものである。 
(2)当初は、回答者の中から問題経験者をス
クリーニングする第一次調査と、問題経験者
にさらに問題処理行動について尋ねる第二
次調査とを実施する予定であったが、2回の
予備調査を実施した結果、問題経験者の出現
率がそれほど高くなく、調査を分離すること
によって失われる回答者が多数にのぼると
予想されたため、1回だけの本調査として調
査を実施することとした。 
(3)こうして 2005 年冬から春にかけて「紛争
行動調査」を実施した。20 歳以上 70 歳まで
の日本人男女を母集団とし、層化 2段無作為
抽出によって 25，014 人のサンプルを抽出し
た。紛争行動調査は、問題経験と問題処理行
動、および第 1・第 3独立変数群に関わる「行
動調査」と、第 2独立変数群に関わる「意識
調査」とから成る。前者は、調査員が訪問し
て面接によって実施し、後者は留置法によっ
て実施した。双方を完了した回答者は 12,408
人、回収率は 49.6％であった。 
 
４．研究成果 
(1)回答者のなかで過去 5 年間に何らかの問
題（法律上救済手段のある問題）を経験した
と回答した人は 2,343 人、回答者の 18.9％で
あった。わが国における問題経験者の割合は
英国（イングランドとウェールズ）における
問題経験者の割合と比較し必ずしも小さい
とはいえないだけでなく、英国では金銭に換
算できない問題が日本よりも多く、金銭に換
算できる問題については、日本よりも係争額
が小さい傾向が見られた。 
 何らかの問題を経験したかどうかについ
ては、個人の年収（高いほど問題を経験しな
い）、教育程度（短大以上の学歴があると、
義務教育の学歴の場合よりも問題を経験す
る傾向がある）、過去の法接触経験（弁護士
依頼経験や裁判所利用経験があると問題を



経験する傾向）、法律勉強経験（勉強してい
ると問題を経験する傾向）、仕事の種類（経
営者などに比べ、家族従事者、主婦や無職者
は問題を経験しない傾向）などの第 1独立変
数群内の変数と、第 2独立変数群の一部の変
数（消費者契約法に関心のあるほど、また裁
判を起こすにはよほどの決心が必要と考え
るほど、問題を経験する傾向があり、反対に、
契約は何らかの役に立たない・裁判になった
ら裁判官に任せる・賠償交渉は家族や知人に
任せることに賛成なほど、問題を経験しない
傾向がある）が、ロジスティック回帰分析の
結果、有意な変数であることが分かった。こ
の分析結果は、社会階層的要因と法や紛争に
対する態度のような心理学的要因とともに、
物事を法的な視角から理解する枠組みがあ
るかどうかが、問題経験の有無に影響してい
ることを示している。 
 特に注意すべきことは、問題経験にこのよ
うに多数の変数が有意に相関しているにも
かかわらず、NegelkerkeR2は 0.092 と極めて
小さいことである。これは、上記の変数がい
ずれも問題経験の有無に対する予測変数と
しては大きな意味を持たないことを示して
いる。言い換えれば、問題経験をするかどう
かについては、性別、年齢や社会経済的要因、
および意識や態度などの心理学的要因はあ
まり重要性を持たず、本調査の理論モデルの
外にある要因によってか、あるいは偶然に近
い結果として生じていると言えるであろう。 
(2)相手方との接触は、問題経験者の 73.3％
が行っている。そのうちの 92％は、問題当事
者が相手方と会って、あるいは電話・手紙で
直接接触している。相手方と接触しなかった
問題経験者は 25.7％、相手が不明のため接触
しなかったのは 3.7％であり、相手方が分か
っていたが接触しなかったのは 22.0％であ
る。 
 問題経験者の 73％が相手方と接触してい
るというこの割合は、1980 年に米国で行われ
た調査結果と比較しても小さなものではな
い（米国の割合は 72％）。少なくとも、日本
では問題経験者が相手方との接触を遠慮し
たり避けたりする顕著な傾向があるとは言
えないことをこの調査結果は示している。 
 相手方と接触するかどうかのロジスティ
ック回帰分析によれば、教育程度、個人の年
収、過去の弁護士依頼経験、居住地の都市度、
警察官とのコネ、問題類型、裁判や弁護士に
対する態度などが有意に相関しているほか、
多くの状況的変数（法律関連性の意識、問題
の社会的重大性、誰に責任があるか明確か、
誰に要望すればよいか分かっているか、望む
解決が得られる見込みがあるか、金銭費用が

気になるか、自分の時間が取られることが気
になるか、費用時間以外の精神的負担、問題
発生についての周囲の目が気になるか、問題
解決のうえで周囲の目が気になるか）が相手
方との接触の有無に有意に相関している。ま
た、Nagelkerke R2は 0.644 と極めて高く、こ
の回帰分析に用いられた独立変数を予測変
数とした理論モデルを構築できる可能性が
高い。ただし、上記の独立変数群の相関の方
向は必ずしも一貫しておらず、さらに掘り下
げた検討が必要である。 
(3)本研究において「紛争」とは、問題経験
当事者と相手方の主張の食い違いの存在で
あると定義した。この意味での紛争は、問題
当事者が必ずしも相手方に接触しなくても、
相手方が自分の主張とは異なる考えを持っ
ていることが分かっている場合には存在す
ることになる。相手方と接触し主張を行うこ
とが問題当事者にとって高いリスクを伴う
ことがある場合には、このように紛争がいわ
ば潜在化することもある。問題経験者の
8.6％がこのような潜在的紛争を抱えていた。 
 相手方に接触した後、紛争になるかどうか
については、デモグラフィックな変数や、社
会経済的変数は有意な相関を示していない。
紛争が生じたかどうかのロジスティック回
帰分析によれば、問題類型（消費者問題を基
準とし、不動産賃貸借と民間保険の問題はプ
ラスに、事件事故と金銭貸借はマイナスに相
関）、相手方の正しさ（マイナス）、および司
法関連窓口への相談（プラス）が有意に相関
しているほか、状況的要因もコスト意識と主
観的重大性がプラスに、責任・宛先の明晰性
がマイナスに相関している。なお、状況的要
因のこれらの変数は、14 変数を因子分析にか
けて取り出した 4因子のなかの 3因子である。
この回帰モデルのNagelkerke R2は 0.309であ
る。 
(4)相手方との接触の有無と紛争の発生の有
無に有意に相関している変数のなかで、因果
の向きが必ずしも明確でないものがある。第
2 独立変数群と第 3 独立変数群に含まれる変
数がそれである。これらの変数については、
個別に効果の方向を検討し、そのうえでこれ
らの変数を含む因果モデルを構築する必要
があり、現在その検討を進めている。 
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